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介護保険改悪を止めよう！介護保険事業計画で改善め

ざそう！ 
10月3日、横浜で「介護保険のいまと未来を考えるつどい」

を開催しました。会場45人、オンライン10カ所の参加でし

た。つどいは介護利用者と家族、介護事業者、県社保協加盟

の団体と労働組合などでつくる実行委員会の主催。 

星めぐみさん（生協労連ユーコープ労組）の司会で開会し、

日下部雅喜さん（大阪社保協介護保険対策委員長・岐阜県下

呂市社保協会長）が、「介護保険改悪を止めよう！介護保険事

業計画で改善めざそう！」という題で学習講演。 

来年、介護報酬が改定されるが、最大の争点は、利用料 2

割負担の対象拡大だ。介護請願署名を広げようと訴えました。制度改善を実現して

いくためには、①介護保険財政の国庫負担割合を引き上げること、②介護従事者の

処遇改善は全額国費負担で行うことを求める運動が必要と強調しました。 

また、来年から 3カ年の介護保険第 10期事業計画が始まるので、保険料を引き

上げさせない取り組みが必要と提起しました。すでに横浜市は、第 10期事業計画

の素案が公表され、パブリックコメントの募集が始まっています。保険料の基準月

額は現在6,620円ですが、7,600円～8,100円程度まで引き上がると記されています。

他の市町村のパブコメ募集は、12月から来年1月ぐらいですから、全国で一番早い

動きです。 

日下部さんは、パブコメの応募活動を広げること。基金を活用して保険料の大幅引き上げを止めることを求める

取り組みが必要と強調しました。早速、横浜市社保協は、以下のようにパブコメへの応募を呼びかけました。 

10.3 介護保険のいまと未来を考えるつどい 

日下部雅喜さん 
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横浜市社保協の要請で、11月 20日（金）10:00～横浜市役所で「介護保険第 10期事業計画素案」の説明会が開

催されます。9:45横浜市役所2Fロビー集合です、問い合わせは、横浜社保協℡ 045-241-0034まで。 

学習講演のあと、参加者からの質疑・応答があり、工藤さん（介護事業所こみゅにてぃ）、三橋さん（認知症の人

と家族の会）、鈴木さん（大磯町議）、小森さん（たまヘルパーステーション・虹）、田中さん（横浜市個人）、藤田

さん（看護師・ケアマネ）から取り組みなどの報告・発言がありました。相楽育雄さん（民医連）が、請願署名」

を広げること、市町村との懇談をすすめること、地域での介護保険学習会の開催など、今後の取り組みを提起し、

閉会しました。 

「介護保険制度の抜本改善・処遇改善を求める請願署名」広げよう!! 

介護保険制度開始から 25 年。利用者負担の増加、低報酬による経営難、人手不足が深刻化する中、政府はさら

に「2割負担の対象拡大」「ケアプラン有料化」などを検討しています。これ以上の制度後退は許されません。11月

17日に、「介護保険制度・介護報酬の抜本改善・大幅な処遇改善を求める請願署名」と「総理・厚労大臣宛要望書」

を国会・厚労省に提出します。11月10日（月）までに寄せてくださるようお願いします。 

11月 11日（火）10:00～17:00「介護・認知症なんでも無料電話相談」を実施します。介護事業に携わるケアマ

ネージャー、ソーシャルワーカーが対応します。介護にかかわる相談、なんでも受け付けます。 

 

社会保障切り捨てに抗う!!  
10月24日、川崎市高津区で川崎市社保協第33回定期総

会を38名の参加で開催しました。 

川崎市社保協は、憲法 25 条に基づいた社会保障の充実

を掲げて取り組み、「防衛費より社会保障」を掲げ、「OTC

類似薬の保険外しに反対し国民皆保険を守る」「高齢者の

生きる権利の擁護」「介護保険の再改定を求める」取り組み

を重視してきました。そして、この9月から、小児医療費

助成制度が一部負担金、所得制限なしで 18 歳まで無料化

が実施されていく最中での総会となりました。 

恒例の記念講演では、全日本民医連事務局次長の山本淑子さんを招へい。「高市内閣

の社会保障切り捨て許さず、ケアが花開く社会へ」をテーマとした講演は、高市内閣の

社会保障の切り捨て事案を具体的に示し、憲法を力に命を守る政治の実現目指した取り

組みを行い、地域社保協の旗を高く掲げ、ケア労働が社会で果たしている役割の重要性

を広げていこうと話されました。 

その後、地域社保協として取り組んだ小児医療費助成制度の無料化目指した取り組

み、「OTC類似薬の保険外し」のたたかい、補聴器助成制度の創設目指し「聞こえの相

談会」を各地で、「補聴器助成を実現する会（川崎みみの会）」と共に取り組んできたこ

と、地域医療を守る大規模な署名運動を起こしたことなどの報告を行い、川崎市社保協

の32期の取り組みの総括を行いました。 

討論では、川崎医療生協の介護部門での取り組み、神奈川土建の「ナフサショックによる建設業者を守れ」と立

ち上がった請願署名の取り組み、新婦人代表による小児医療費助成の無料化が 18歳まで一部負担金・所得制限なし

で実現した取り組み、年金者組合の方による補聴器助成の創設を目指した取り組みなどの経験が報告されました。 

今後の取り組みとして、社会保障分野の学習を強め、社保協が身近な相談相手になるような活動を作り上げてい

く方針を決めました。更に私たちは、これからも予想される、自民・維新政治による「社会保障切り捨てに抗い」、

また、川崎市による市民要求に背を向ける政治ともたたかっていきます。「子育て支援策の充実」「生活困窮者支援」

「補聴器助成制度の創設」「高齢者の外出支援」などの運動を広げていく最中、そしてこれらの、取り組みを力強く

進められる幹事会20名と４名の代表委員を決め、4名の事務局を定めて33期のたたかいをスタートさせました。 

＜川崎市社保協・光野正洋事務局長より＞ 

山本淑子さん 

川崎市社保協定期総会 
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今秋、市町村の国保担当課との懇談、連続的に開催！！ 
この秋、市町村の国保担当課と、市町村国保の運営、保険料（税）などの現状と今後の見通しなどについて、懇

談しています。この間、10月13日に相模原市、10月20日に愛川町、厚木市、清川村、10月27日に海老名市、座

間市、綾瀬市、大和市、10月29日に平塚市と、9市町村と懇談しました。年内に（水害対応で忙しい三浦市を除い

て）すべての市町村と懇談する予定です。現在決まっている市町村との懇談日程は以下のとおりです。⑩藤沢市（11

月 12日午前中）、⑪小田原市（11月 16日 15:00）、⑫横浜市（11月 18日 10:00）、⑬横須賀市（11月 24日 14:00）、

⑭秦野市（12月1日10:00）、⑮伊勢原市（12月1日14:00）。あとの市町村との懇談日程は調製中です。 

懇談開始の15分前にロビー集合です。参加される場合は、事前にご連絡くださいませ。 

●被保険者数の減少が著しい。制度の維持がむずかしい 
神奈川県の全33市町村の国保の加入者は、全県で1,045,491

世帯（昨年比▲17,582世帯）、被保険者数は1,444,685人（昨年

比▲42,056人）。世帯で▲1.65％、被保険者数で▲2.83％と減少

した。その要因として、団塊の世代の方が 75歳以上の後期高

齢者医療制度への移行、若年の非正規雇用の方が被用者保険に

移行していることがあげられます。団塊世代の後期高齢者医療

への移行などによる大幅な減少は止まったものの、依然として

減少は続いています。しかも国保の加入者は、高齢者（60歳以上が半数）、低所得者（所得 100万円以下が半数）、

単身世帯が6割を超えるなど、このままでは制度の維持がむずかしいと語っています。 

神奈川県後期高齢者医療の被保険者数は、2026年 3月末現在で 1,377,169人、1年間で 30,433人 2.26％増加して

いる。この状況の推移では、来年度ぐらいで後期高齢者医療の加入者が国保加入者と並ぶ状況になります。 

●子ども子育て支援分賦課で、全ての自治体で保険料が上がった 
2026年度の保険料（税）率の改定では、新たに「子ども子育

て支援金分」が賦課されました。全国平均で、1人月額250円

と試算されていますが、2年目 300円、3年目 400円と 3年連

続で上がります。10自治体で保険料が据え置きとしたものの、

子ども子育て支援分賦課により、全ての自治体で保険料（税）

が上がりました。 

子ども子育て支援法の付則には、「実質的な負担増にとなっ

た場合は見直す」とあります。昨年11月26日に行った神奈川県交渉では、「実質的な負担増とならないよう国が手

立てをとることの要望書を、神奈川県と市町村、後期高齢者医療広域連合、国保組合の連名で 12月中に出す」と回

答がありました。12月 17日に、神奈川県と全市町村、建設国保などの国保組合、後期高齢者医療広域連合の連名

で、「子ども子育て支援納付金に係る保険料の実質的負担増が生じないことを求める要望書」を国に提出しました。

税金で賄うべきものを保険料からとるのはおかしいと異口同音に不満を漏らしています。 

●「特別療養費」制度実施しない、対象人数ゼロの自治体が多い 
短期証と資格証がなくなったことにより、国保料（税）の滞

納者に対する対応で変化していることがあるのか、特別療養費

の支給については、どのように対応・実施されているのか懇談

しています。これまで、9 自治体と懇談しましたが、短期証と

資格証がなくなったことによっての滞納者への対応について

は、特段の変化はないとの回答でした。特別療養費の制度実施

については、実施しているが5自治体、実施していないが4自

治体でした。実施しているとした自治体で対象者が多いのは1自治体で、他の4自治体は旧資格証の発行者が横滑

りしているとのことで新たな運用はしていないと表明しました。特別療養費の対象者は、医療の受診料10割負担と

なります。特別療養費の対象者がいないということは、全ての人の受療権の保障という観点から大きな前進です。 

厚木市との懇談 

大和市との懇談 

平塚市との懇談 



 

－4/4－ 

 

 

◆11月14日（土）13:00～16:30建設プラザ2Fホー
ル（＋ZOOM）で、全県国保改善交流集会を開催。長
友薫輝さん（佛教大学社会福祉学部教授）に、「あ
なたのあたりまえが奪われる前に！医療保障のい
まと未来を考える」と題して講演していただきま
す。高市・自維政権の「現役世代の社会保険料負担
軽減」という大義名分の裏に潜む医療費抑制策、皆
保険体制の形骸化などをお話ししていただきます。
そして神田敏史さん（神奈川県自治労連役員）に、
高市政権が加速化の圧力を強める「国保保険料率の
県内統一をめぐる動向」について語っていただきま
す。この秋取り組んでいる市町村国保調査、国保担
当課との懇談内容と特徴を報告し、地域からの国保
改善運動の前進につながる交流会とします。 

◆11月22日（日）9:30～横浜市健康福祉総合センタ
ー4Fホールで、第54回神奈川自治体学校が開催さ
れます。弁護士の白神優理子（しらが ゆりこ）さ
んが、「平和な日本と世界をめざす憲法を活かした
自治体づくり」と題して記念講演します。13:30～
県社保協として「市町村の介護保険第 10期事業計
画での改善をめざそう」というテーマで分科会を開
催します。 

◆12月2日（水）18:00～保険医協会会議室（＋ZOOM）
で、消費税ネット学習会を開催します。高市政権が
国会に提出している「食料品消費税1％と給付付き
税額控除」とはをテーマにします。石村耕治さん（白
鷗大学名誉教授）に解説していただき、諸外国の例
も参考にしながら、税と社会保障のあり方を考える
場とします。 

お知らせ 

 


